
平成 19 年度の財務諸表〔バランスシート(普通会計･市全体･連結)･ 

行政コスト計算書、キャッシュ・フロー計算書〕を作成しました 

 
 
 

市の財政状況をより包括的にとらえ、市政の透明性の確保と説明責任を果たすため、①普通

会計のバランスシート、②市の全特別会計を加えた「市全体のバランスシート（総務省基準）」、

③土地開発公社などの出資団体を加えた市独自の「連結バランスシート」、④企業会計におい

てバランスシートと対を成す損益計算書の自治体版として「行政コスト計算書（総務省基準）」を

作成しました。また、一会計年度における一般的な行政活動から得た資金の流れを見るための

「キャッシュ・フロー計算書」も作成し、より多面的な財政分析を行いました。 

 

 

○バランスシート(普通会計･市全体･連結) 

 

 従来の単年度の決算書では表わせなかった、これまでに建設された施設や購入した土地、その

他借入金などの財務情報を、その資金の使途（資産）と資金の調達方法（負債及び正味資産）の

両面からとらえた報告書がバランスシートです。  

 普通会計（全国共通の会計決算基準。平成 18 年度までの三鷹市の普通会計は、一般会計（介

護サービス事業に係る経費を除く）及び再開発事業特別会計を対象としていましたが、平成 19

年度から再開発事業特別会計を廃止するとともに介護サービス事業に係る経費を特別会計に計

上したことにより、原則として一般会計の額が普通会計の額となります。）のバランスシートに

5つの特別会計を加えたものが市全体のバランスシートです。 

 三鷹市全体でみると、下水道のインフラ資産の建設に、普通会計以上に地方債を活用した資金

調達が行われるため、負債の増加率が資産の増加率を上回っています。 

 市全体のバランスシートに地方自治法上、市が予算の執行に関する調査権等を有する外郭団体

（土地開発公社及び市が資本金等の 1/2 以上を出資している法人、株式会社等）を加えたものが

連結バランスシートです。広い意味で市全体の財政状況を表わしたものとなっています。 

 連結後の資産は 2,546 億円で、負債が 802 億円、正味資産が 1,744 億円となっています。 

(単位：億円)

普通会計 市全体 連結 普通会計 市全体 連結

〔資産の部〕 〔負債の部〕

1.固定資産 1.固定負債

(1)有形固定資産 2,049.9 2,235.7 2,322.5 (1) 地方債 397.2 503.2 630.1 

(うち土地) (1,438.4) (1,460.9) (1,542.9) (2) 債務負担行為 0.0 0.0 0.0 

(2)無形固定資産 0.0 9.0 9.1 (3) 退職給与引当金 124.4 124.3 125.8 

固定資産合計 2,049.9 2,244.7 2,331.6 (4) その他 0.0 0.0 0.5 

固定負債合計 521.6 627.5 756.4 

2.投資等

(1) 投資及び出資金 19.5 19.5 4.9 2.流動負債

(2) 貸付金 0.1 0.1 0.1 流動負債合計 37.9 42.7 45.2 

(3) 基金 68.7 74.4 77.8 

(4) 基本財産 0.0 0.0 13.0 

投資等合計 88.3 94.0 95.8 負債合計 559.5 670.2 801.6 

3.流動資産 〔正味資産の部〕

(1) 現金・預金 38.3 41.4 43.9 正味資産合計 1,636.7 1,740.5 1,744.0 

(2) 未収金 19.7 30.6 31.7 

(3) その他 0.0 0.0 42.6 

流動資産合計 58.0 72.0 118.2 

資産合計 2,196.2 2,410.7 2,545.6 負債・正味資産合計 2,196.2 2,410.7 2,545.6 

借　　　方 貸　　　方

○バランスシート（普通会計・市全体・連結）　〔平成19年度〕

（平成20年3月31日現在）



 

○行政コスト計算書 

 

 バランスシートが一定時点の資産、負債などの状況を表示する報告書であるのに対し、行政コ

スト計算書では、当該年度に実施された資産形成につながらない行政活動（人的サービスや給付

サービスなど）にかかる費用（コスト）を表示しています。 

 特徴的なこととして、バランスシートの有形固定資産の割合が低い民生費・衛生費などが、行

政コストの面からみると生活保護費やごみ収集委託などの人的・給付サービスの比重が大きいこ

とから、高い割合を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○行政コスト計算書（普通会計） 〔平成19年度〕

[行政コスト] （自平成19年4月1日　至平成20年3月31日） (単位:億円)

総額 (構成比) 総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 その他

人にかかるコスト 96.7 (19.9%) 25.0 29.0 4.4 8.0 24.4 5.9

物にかかるコスト 139.8 (28.7%) 35.5 20.3 30.9 19.7 28.6 4.8

移転支出的なコスト 238.4 (49.0%) 11.9 172.5 9.8 12.5 7.4 24.3

その他のコスト 11.5 (2.4%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.5

486.4 ― 72.4 221.8 45.1 40.2 60.4 46.5

(構成比） ― ― (14.9%) (45.6%) (9.3%) (8.3%) (12.4%) (9.5%)

[収入項目]

1 使用料・手数料等 b 24.6 ― 4.6 9.4 4.9 4.0 1.0 0.7

2 国庫（都）支出金 c 99.0 ― 6.5 83.6 4.2 1.8 1.9 1.0

3 一般財源 d 387.1 ―

収入（b+c+d） e 510.7 ―

4
正味資産国庫（都）
支出金償却額  f

5.8 ―

5 期首一般財源等 1,402.7 ―

差引（e+f-a）
一般財源等増減額

30.1 ―

6 期末一般財源等 1,432.8 ―

行政コスト　a

1

2

3

4

○普通会計と市全体・連結バランスシートの数値比較〔平成19年度〕

(単位：千円)

普通会計 A 市全体 B 倍率 B/A 連結　C 倍率 C/A

 資　　産 219,615,529 241,072,645 1.10倍 254,562,325 1.16倍

 負　　債 55,943,650 67,023,372 1.20倍 80,162,216 1.43倍

 正味資産 163,671,879 174,049,273 1.06倍 174,400,109 1.07倍



○キャッシュ・フロー計算書 

 

キャッシュ・フローとは資金の増加、減少を意味し、一会計年度における資金の流れを表示し

たものをキャッシュ・フロー計算書といいます。この計算書を作成することにより、一定の活動

区分（行政活動・投資活動・財務活動）における資金調達の源泉とその使途が明確になり、自治

体経営に関する情報を得ることができます。 

 平成 19 年度のキャッシュ・フローはマイナスとなっていますが、不足となった資金について

は、歳計現金と財政調整基金で補います。 

 

 

 

 

○キャッシュ・フロー計算書　〔平成19年度〕

（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

(単位:億円)

金額

1 行政活動によるキャッシュ･フロー 112.0

2 投資活動によるキャッシュ･フロー △91.8

3 財務活動によるキャッシュ･フロー △28.2

4 現金及び現金同等物の増減額（1～3の増減） △8.0

5 現金及び現金同等物の繰越残高 46.2

6 現金及び現金同等物の年度末残高 38.2

（内訳）

財政調整基金 23.8 

歳計現金 14.4 

区分


